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表紙

第28期定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

事業報告
会計監査人の状況
業務の適正を確保するための
体制及び当該体制の運用状況

連結計算書類
連結株主資本等変動計算書
連結注記表

計算書類
株主資本等変動計算書
個別注記表

　上記の事項は、法令及び当社定款の規定に基づき、インターネット上の当社ウ
ェブサイト（https://www.pharmafoods.co.jp/ir/library/docs-4）に掲載す
ることにより、書面交付請求をいただいた株主の皆様に対して交付する書面への
記載を省略しております。
　なお、監査役及び会計監査人が監査報告を作成するに際して、監査をした対象
の一部です。

2025年10月１日

株式会社ファーマフーズ
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会計監査人の状況

報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 30百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の
合計額 30百万円

会計監査人の状況
① 会計監査人の名称

　海南監査法人

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算
出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬
等の額について同意の判断をいたしました。

③ 非監査業務の内容
　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の監査証明業務以外の業務を
委託しておりません。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定方針
　監査役会は、会計監査人の職務の遂行に支障がある場合等、その必要があると判断した
場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いた
します。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場
合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が
選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨
及びその理由を報告いたします。

－ 1 －
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業
務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

内部統制システム構築の基本方針
　当社は、会社法及び会社法施行規則並びに金融商品取引法に基づき、以下の内部統制シス
テム基本方針に則り、継続的に内部統制システムの整備を進め、その実効性確保に努める。
①　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・　当社は、法令遵守（コンプライアンス）を業務遂行上、もっとも重要な課題のひとつ
として位置づける。コンプライアンス体制を整備し、その有効性を向上させるために、
独立社外取締役を委員長とするリスク・コンプライアンス委員会を設置する。リスク・
コンプライアンス委員会は、当社グループのリスク管理及びコンプライアンスの徹底と
社会的信用の向上にかかる基本的意思決定のための方針を審議し、取締役会又は監査役
会に上程する。

・　当社のコンプライアンスに関する通報窓口は、社内窓口を管理部法務課及び常勤監査
役とし、社外窓口を顧問弁護士以外の弁護士とする。

・　社外監査役を選任し、独立的な立場から、取締役の職務執行が適正に行われるよう監
督・監査する。

・　内部監査担当は、当社及び関係会社の全部門に対して、各部門の業務執行が法令・定
款及び社内規程に準拠し、効率的でかつ妥当であるか否かを検証し、その結果を代表取
締役社長及び監査役に報告する。

・　取締役会は、取締役会等重要な会議を通して各取締役の職務執行を監督し、監査役は
取締役会等重要な会議に出席し、取締役の職務執行を監査する。

・　使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制を確保する。
・　反社会的勢力との関係は、法令違反に繋がるものと認識し、その取引は断固拒絶し反
社会的勢力による被害の防止に努める。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・　取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び社内規程により適切に作成・保
存する。

・　取締役、監査役より閲覧の請求があれば、管理担当部門を通じてこれに応じる。
③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・　資金の投資・運用による損失に対しては、「資金運用管理規程」を整備し、危機の管
理に努める。
・　研究開発による損失に対しては、「研究開発管理規程」を整備し、危機の管理に努め
る。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・　取締役会の監督機能と説明責任を強化するとともに審議の充実を図るため、取締役会
の諮問機関として、半数以上が独立社外取締役で構成される指名報酬委員会を設置す
る。指名報酬委員会は、取締役等の選解任に関する事項及び報酬等について審議した内
容を取締役会に対して答申し、取締役等の指名・報酬等に関する手続の公正性、透明性
及び客観性を担保する。

・　定時取締役会を毎月１回以上開催し、経営の基本方針、法令で定められた事項及びそ
の他経営に関する重要事項を決定する。また、必要に応じて臨時取締役会を開催する。
・　取締役及び各部部長が出席し、原則として毎月１回幹部会を開催し、業務執行の円滑
化と経営の迅速化を図るとともに、各部の運営状況等の確認や相互牽制を図る。

－ 2 －
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

⑤　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・　当社は、法令遵守（コンプライアンス）を業務遂行上、もっとも重要な課題のひとつ
として位置づける。コンプライアンス体制を整備し、その有効性を向上させるために、
独立社外取締役を委員長とするリスク・コンプライアンス委員会を設置する。リスク・
コンプライアンス委員会は、当社グループのリスク管理及びコンプライアンスの徹底と
社会的信用の向上にかかる基本的意思決定のための方針を審議し、取締役会又は監査役
会に上程する。

・　当社のコンプライアンスに関する通報窓口は、社内窓口を管理部法務課及び常勤監査
役とし、社外窓口を顧問弁護士以外の弁護士とする。

・　内部監査担当は、業務が法令、定款及び社内規程に準拠し、並びに企業倫理及び社会
規範を遵守して行われているかを検証し、その結果を代表取締役社長及び監査役に報告
する。

⑥　会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体
制
・　当社の内部統制に関する体制は、子会社も含めたグループ全体を対象とする。
・　当社は子会社の経営の自主性を尊重するとともに、グループ全体の業績向上に寄与す
るように「関係会社管理規程」を整備し、これに基づき子会社に対し報告を求め、損失
の危険の管理及び子会社の取締役等の職務執行について、適法性と効率性の管理を行
う。

・　子会社の業績、経営計画の進捗状況、業務の執行状況について定期的に報告を求める
とともに、当該子会社において重要な事象が発生した場合には適宜報告を求め、協議を
行う。

⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
・　取締役会は監査役と協議のうえ、監査役の職務を補助すべき使用人を置くことができ
る。なお、監査役の職務を補助すべき使用人を設置した場合、その指揮・命令等は監査
役の下にあり、その人事上の取扱いは監査役の同意を得て行い、取締役からの独立性を
確保する。

・　取締役は当該使用人が監査役の指揮命令に従う旨を他の使用人に周知徹底するととも
に、当該使用人が監査役の職務を補助するために必要な時間を確保する。

⑧　当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から
報告を受ける者が当社の監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体
制
・　取締役及び使用人、子会社の取締役、監査役及び使用人は、当社及びグループ全体に
重大な影響を及ぼす事項が発生し、又は発生する恐れがあるとき、あるいは取締役及び
使用人による違法又は不正な行為を発見したとき、その他監査役に報告すべき事項が生
じたときは、速やかにこれを監査役に報告する。

・　監査役は取締役会のほか重要な会議に出席し、報告を受ける。
・　当社は、監査役が取締役、使用人、子会社の取締役、監査役及び使用人と常時情報交
換を行う体制を整える。

・　当社は、監査役へ報告を行った当社及び子会社の役職員に対し、当該報告をしたこと
を理由として不利益な取扱いを行わないものとする。

⑨　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行
について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
・　当社は、監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還等の請求をし
た時は、当該監査役の職務の遂行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該
費用又は債務を処理するものとする。

－ 3 －



2025/09/25 10:35:01 / 25242053_株式会社ファーマフーズ_招集通知

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・　監査役は、内部監査人、監査法人等との緊密な連携及び情報交換を推進するため意見
交換会を定期的に開催する。

・　監査役は、監査役相互の連携を図るため、監査役会を毎月１回以上開催する。
⑪　財務報告の適正性を確保するための体制
・　財務報告が適正に行われるよう、当基本方針に基づく経理業務に関する規程を整備す
るとともに、財務報告に係る内部統制の体制整備と有効性向上を図る。

・　財務報告に関して重要な虚偽記載が発生する可能性のあるリスクについて識別、分析
し、財務報告への虚偽記載を防ぐため、財務報告に係る業務についてその手順等を整備
し、リスクの低減に努める。

・　内部統制担当者は、内部統制の欠陥に関する重要な事実等が発見された場合、遅滞な
く、取締役会に報告する。また、併せて監査役へ報告する。

・　内部監査担当は、財務報告に係る内部統制に対して監査を行い、その有効性について
評価し、是正、改善の必要があるときは、遅滞なく社長に報告し、同時に監査役へ報告
する。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社では、上記の内部統制システムを整備しておりますが、その基本方針に基づき以下の
取り組みを行っております。
①　「コンプライアンス基本規程」を制定し、取締役・使用人が法令及び定款に則って行動
するよう徹底しております。また、内部統制監査によるモニタリングを通じ、法令義務違
反が発生した場合又は発生する恐れのある場合は厳格な調査を行い、客観的な事実関係を
見極め、適切な処理方法を選択するとともに、再発防止を図っております。

②　取締役の職務の執行に係る情報については、「文書管理規程」等の社内規程に定めると
ころにより適正に保存し、管理しております。

③　月に１回の定時取締役会を開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令や
定款に定める事項、業務執行に関する決議を行っております。また、各組織の職務分掌と
各職位の責任と権限を「職務分掌規程」、「職務権限規程」により明確化し、業務の組織
的かつ能率的な運営を図っております。

④　監査役、会計監査人及び内部監査担当は定期的な会合を持ち、情報の交換を行っており
ます。

⑤　財務報告が適正に行われるよう、当基本方針に基づく経理業務に関する規程を定め、財
務報告に係る内部統制の体制整備と有効性向上を図っております。
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連結株主資本等変動計算書

( 2024年 8 月 1 日から
2025年 7 月31日まで )

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 2,043 1,814 8,356 △1,194 11,019

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △784 △784

親会社株主に帰属する当期純利益 368 368

自 己 株 式 の 取 得 △175 △175

自 己 株 式 の 処 分 △249 1,174 924

利 益 剰 余 金 か ら
資 本 剰 余 金 へ の 振 替 249 △249 －

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － △665 999 333

当 期 末 残 高 2,043 1,814 7,691 △195 11,353

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
そ の 他 の
包 括 利 益 累 計 額
合 計

当 期 首 残 高 566 566 11,585

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △784

親会社株主に帰属する当期純利益 368

自 己 株 式 の 取 得 △175

自 己 株 式 の 処 分 924
利 益 剰 余 金 か ら
資 本 剰 余 金 へ の 振 替 －
株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 期 変 動 額 ( 純 額 ） △372 △372 △372

当 期 変 動 額 合 計 △372 △372 △38

当 期 末 残 高 193 193 11,547

連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
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連結注記表

連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１. 連結の範囲に関する事項

①連結子会社の状況
・連結子会社の数 ６社
・連結子会社の名称 株式会社ファーマフーズコミュニケーション

株式会社フューチャーラボ
株式会社メディラボ
明治薬品株式会社
株式会社PF Capital
PF Visionary Fund投資事業有限責任組合

②非連結子会社の状況
・非連結子会社の数 １社
・非連結子会社の名称 Sosei RMF１投資事業有限責任組合
・連結の範囲から除いた理由
　非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利
益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼさないためで
あります。

２. 持分法の適用に関する事項
①持分法を適用した関連会社の数及び関連会社の名称

・持分法を適用した関連会社の数 ２社
・持分法を適用した関連会社の名称 ベナート株式会社

オンキヨー株式会社
ベナート株式会社については、同社の子会社１社に対する投資について持分法を適用し

て認識した損益が連結計算書類に重要な影響を与えるため、当該１社の損益をベナート株
式会社の損益に含めて計算しており、持分法適用会社数はベナート株式会社グループ全体
を１社として表示しております。

②持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
・主要な会社等の名称

　非連結子会社　Sosei RMF１投資事業有限責任組合
・持分法を適用しない理由
　当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の
対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響は軽微であり、かつ、全体としても重要性がな
いためであります。
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関係会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びこれに類す
る組合への出資（金融商品取引法第２条第２
項により有価証券とみなされるもの）につい
ては、組合契約に規定される決算報告日に応
じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持
分相当額を純額で取り込む方法によっており
ます。

商品及び製品・原材料・仕掛品
・貯蔵品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は
収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）

建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年4月１日以降に取得した建物
附属設備及び構築物

定額法

その他 定率法
主な耐用年数 建物及び構築物 3～50年

機械装置及び運搬具 2～8年

工具、器具及び備品 2～15年
　

③持分法の適用の手続について特に記載すべき事項
　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、当該会社の直近
の四半期決算を基にした仮決算により作成した計算書類を使用しております。
　なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行ってお
ります。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　　　連結子会社のうち、株式会社PF Capital及びPF Visionary Fund投資事業有限責任組合の

決算日は12月31日であり、連結計算書類の作成にあたっては、６月30日現在において仮決
算を行っております。なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要
な調整を行っております。その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しておりま
す。

４. 会計方針に関する事項
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

②棚卸資産の評価基準及び評価方法

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）
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自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法

その他の無形固定資産 定額法

所有権移転外ファイナンス・リース
取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と
する定額法

②無形固定資産（リース資産を除く）

③リース資産

（３）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年
度に負担すべき額を計上しております。

（４）重要な収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行
義務の内容及び当該履行義務を充足する時点(収益を認識する時点)は以下のとおりでありま
す。
①バイオメディカル事業

　「自己免疫疾患」及び「がん」や「炎症性疾患」等の難治性疾患を対象とした抗体医
薬品及びペプチド医薬品の研究開発を行っております。
　研究開発事業に関しては、保有する特許等のライセンス契約等に基づく、契約一時
金、開発マイルストン、販売マイルストン、ロイヤリティ収入等を契約上定められたマ
イルストンが達成された時点で収益として認識しております。
　また、研究支援事業に関しては、役務・技術の提供が完了した時点で、履行義務が充
足されると判断して収益を認識しております。

②BtoB事業
　機能性素材、健康食品及び医薬品等の研究開発及び製造を行い、食品・医薬品メーカ
ー、流通事業者等に販売しております。
　顧客である食品・医薬品メーカー、流通事業者等との契約において合意された製品の
提供を履行義務としております。
　国内の顧客に関しては、出荷時から支配移転時までの間が通常の期間であるため、代
替的な取扱いを適用し製品の出荷時に収益を認識し、海外の顧客に関しては、貿易条件
に基づき製品の船積み時点において当該製品に対する支配が顧客に移転し、当社グルー
プの履行義務が充足されることから、船積み時に収益を認識しております。
　なお、顧客への商品の提供における当社グループの役割が代理人に該当する取引につ
いては、顧客から受け取る額から商品の仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識
しております。
　また、収益は、顧客との契約において約束された対価から、過去の返品実績等に基づ
き顧客からの返品が見込まれる金額を控除した金額で測定しております。
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③BtoC事業
　当社独自の機能性素材を配合したサプリメント及び医薬部外品（「タマゴ基地」ブラ
ンド）並びに化粧品（「フューチャーラボ」ブランド等）、明治薬品株式会社が製造す
る機能性表示食品等の商品を、消費者へ通信販売しております。
　顧客である消費者から注文された商品を引渡す履行義務を負っており、収益を認識す
る時点は、出荷時から支配移転時までの間が通常の期間であるため、代替的な取扱いを
適用し商品の出荷時に収益を認識しております。
　また、収益は、顧客との契約において約束された対価から、過去の返品実績等に基づ
き顧客からの返品が見込まれる金額を控除した金額で測定しております。

（５）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①退職給付に係る会計処理の方法

イ.退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ
せる方法については、期間定額基準によっております。
ロ.数理計算上の差異の費用処理方法
　発生時に一括費用処理しております。
ハ.簡便法の採用
　当社及び一部の連結子会社は、退職給付債務及び退職給付費用の計算に、退職給付に係
る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

②外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。

③のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、その効果の発現する期間（５年～８年）を見積り、その見積
期間に応じて均等償却しております。
　ただし、金額が僅少なものは、発生年度に全額償却しております。

会計方針の変更に関する注記
　（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月
28日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しており
ます。法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、
2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る
会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日。以下「2022年改
正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っておりま
す。
　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場
合の連結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針
を当連結会計年度の期首から適用しております。
　これによる連結計算書類への影響はありません。
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金額
商品及び製品 6,311百万円
仕掛品 675百万円
原材料及び貯蔵品 864百万円
棚卸資産評価損 △76百万円

連結貸借対照表における科目 金額
繰延税金資産 515百万円

会計上の見積りに関する注記

　会計上の見積りは、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しており
ます。
　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌連結会計年
度の連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性がある項目は以下のとおりです。

１．棚卸資産の評価
(１) 当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した金額

(２) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①算出方法

　棚卸資産の評価は、主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切り下げの方法により算定）を採用しており、棚卸資産の評価を実施する際に、
個別品目単位ごとに評価判定を実施しております。営業循環過程から外れた滞留在庫につい
ては、収益性の低下の事実を反映するため、一定期間の払出実績を超える部分を対象に帳簿
価額を切り下げる方法を採用しております。

②主要な仮定
　営業循環過程から外れた滞留在庫の識別に用いた主要な仮定は、棚卸資産の滞留期間及び
回転期間であります。
　なお、当該識別は、棚卸資産の滞留期間又は回転期間の実績、需要動向等を総合的に勘案
して判断しております。

③翌連結会計年度以降の連結計算書類に与える影響
　市場環境が悪化して営業循環過程から外れた滞留在庫が大幅に増加した場合には、翌連結
会計年度の連結計算書類において、追加で棚卸資産評価損を計上する可能性があります。

２．繰延税金資産の回収可能性
(１) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(２) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①算出方法

　将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に対して、将来の収益力に基づく課税所得に基
づき、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。
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10,790百万円

②主要な仮定
　将来の収益力に基づく課税所得の見積りは、将来の事業計画を基礎としております。税務
上の繰越欠損金が発生している会社の課税所得については、その前提となる広告宣伝費、受
注金額、市場動向は変動が生じる場合があり、将来の事業計画における重要な仮定は不確実
性を伴い経営者による判断が含まれます。

③翌連結会計年度以降の連結計算書類に与える影響
　課税所得の見積額に関しては不確実性が伴うため、将来の繰延税金資産の回収可能性の判
断に影響を与える可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記
１．受取手形及び売掛金のうち、顧客との契約から生じた債権の金額はそれぞれ以下のとおりであ

ります。
受取手形　　　　　  11百万円
売掛金　　　　　5,026百万円

2．契約負債については、「流動負債のその他」に計上しております。契約負債の金額は連結注記
表の「収益認識に関する注記３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解
するための情報」に記載しております。

３．有形固定資産の減価償却累計額

連結損益計算書に関する注記
顧客との契約から生じる収益
　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりま
せん。顧客との契約から生じる収益の金額は、連結注記表の「収益認識に関する注記１．顧客との
契約から生じる収益を分解した情報」に記載しております。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

　普通株式 29,079,000株

２. 当連結会計年度の末日における自己株式の種類及び総数
　普通株式 　206,978株
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決議
株式の
種類

配当金の総額
1株当たり

配当額
基準日 効力発生日

2024年10月24日
定時株主総会

普通株式 421百万円 15.00円 2024年７月31日 2024年10月28日

2025年２月17日
取締役会

普通株式 363百万円 12.50円 2025年１月31日 2025年４月2日

計 784百万円

決議予定
株式の
種類

配当の
原資

配当金の総額
1株当たり

配当額
基準日 効力発生日

2025年10月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 360百万円 12.50円 2025年７月31日 2025年10月28日

３. 剰余金の配当に関する事項
 （１）配当金支払額

 （２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな
るもの

４. 当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の種類及び数
　該当事項はありません。

金融商品に関する注記
１. 金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的かつ安全性の高い金融資産に限定する方針で
あります。また、資金調達については、必要な資金を銀行借入により調達しております。

（２）金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されてお
り、外貨建営業債権は、為替変動リスクに晒されております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式及び転換社債型新株予約権付社債
であります。このうち、上場株式については市場価格の変動リスクに晒されております。非
上場株式及び転換社債型新株予約権付社債については発行企業体の信用リスクに晒されてお
ります。
　営業債務である支払手形及び買掛金、短期借入金、１年内返済予定の長期借入金、未払金
及び未払法人税等は、１年以内の支払期日であります。
　長期借入金は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されております。

（３）金融商品に係るリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権については、与信管理規程に基づき、
取引先ごとの与信限度額を設定し、期日管理及び残高管理を行うとともに、滞留債権管理を
行っております。
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握して
おります。

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を
採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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連結貸借対照表計上額 時価 差額

投資有価証券（※２） 1,408 1,408 －

資産計 1,408 1,408 －

長期借入金 671 658 △12

負債計 671 658 △12

区分 当連結会計年度

非上場株式等 1,041

２. 金融商品の時価等に関する事項
　2025年７月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の
とおりであります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

（※１）「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「電子記録債権」、「支払手形及び買掛
金」、「短期借入金」、「１年内返済予定の長期借入金」、「未払金」及び「未払法
人税等」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額
に近似するものであることから、記載を省略しております。

（※２）市場価格のない株式等は「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連
結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

３. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の
　３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ
れる当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定
した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外
の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ
トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類
しております。

－ 13 －
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連結注記表

区分
時価

レベル1 レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式 1,303 － － 1,303

　　転換社債型新株
　　予約権付社債 － － 104 104

資産計 1,303 － 104 1,408

区分
時価

レベル１ レベル2 レベル３ 合計

長期借入金 － 658 － 658

負債計 － 658 － 658

（１）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

（２）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

　上場株式は、相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されてい
るため、その時価をレベル１の時価に分類しております。転換社債型新株予約権付社債の時
価の算定方法は、外部の評価専門家から入手した価格によって、割引率等の重要な観察でき
ないインプットを用いて二項モデルに基づく評価技法を適用して算定しており、レベル３の
時価に分類しております。

長期借入金
　長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率
で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

－ 14 －
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連結注記表

投資有価証券

その他有価証券
転換社債型新株予約権付社債

期首残高 100

　当期の損益又はその他の包括利益

　　損益に計上 －

　　その他の包括利益に計上 4

購入、売却、発行及び決済の純額 －

レベル３の時価への振替 －

レベル３の時価からの振替 －

期末残高 104

当期の損益に計上した額のうち連結貸借対照表日に
おいて保有する金融資産及び金融負債の評価損益 －

（注２）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産のうちレベル３の時価に関する情報
（１）重要な観察できないインプットに関する定量的情報

　外部の評価専門家から入手した価格を調整せずに使用しているため、記載しておりませ
ん。

（２）期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益
（単位：百万円）

（３）時価の評価プロセスの説明
　当社グループにおいては、時価で連結貸借対照表に計上している金融資産のうちレベル３
の時価のものは、外部の評価専門家から入手した価格を使用しております。外部の評価専門
家から入手した価格を使用するにあたっては、使用されている評価技法及びインプットの確
認等により価格妥当性を検証しております。

（４）重要な観測できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明
　株価変動性の著しい上昇（低下）は、時価を著しく上昇（下落）させることになります。
また、割引率の著しい上昇（低下）は、時価を著しく下落（上昇）させることとなります。

－ 15 －
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連結注記表

（単位：百万円）
報告セグメント

その他 合計BtoB
事業

BtoC
事業

バイオ
メディカル

事業
計

機能性素材 3,128 － － 3,128 － 3,128

機能性製品 744 － － 744 － 744

CMO 3,219 － － 3,219 － 3,219

CHC 1,091 － － 1,091 － 1,091

サプリメント － 6,532 － 6,532 － 6,532

化粧品 － 6,248 － 6,248 － 6,248

医薬品・医薬部外品 － 43,266 － 43,266 － 43,266

その他 － 682 － 682 － 682

バイオメディカル － － 331 331 － 331

顧客との契約から生じる収益 8,182 56,730 331 65,244 － 65,244

その他の収益 － － － － 15 15

外部顧客への売上高 8,182 56,730 331 65,244 15 65,260

期首残高 期末残高
顧客との契約から生じた債権
　受取手形
　売掛金
　電子記録債権

10
4,028

258

11
5,026

247
契約負債
　前受金 － 17

収益認識に関する注記
１. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結計算書類の作成のため
の基本となる重要な事項に関する注記等 ４.会計方針に関する事項 （４）重要な収益及び費用の計
上基準」に記載のとおりであります。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（１）契約資産及び契約負債の残高等

　契約負債は主に製品の引渡し前に顧客から受け取った前受金であり、連結貸借対照表上、「流
動負債のその他」に含まれております。当連結会計年度における顧客との契約から生じた債権、
契約負債は次のとおりです。なお、当社グループにおいて、契約資産はありません。

（単位：百万円）

　当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債残高に含まれていた金額はあり
ません。

－ 16 －
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連結注記表

（１）１株当たり純資産額 399円95銭
（２）１株当たり当期純利益 12円83銭

資金使途 工場建設資金
契約締結日 2025年８月19日
コミットメント期間 2025年８月22日から2028年10月31日まで

借入先 株式会社京都銀行をアレンジャー、株式会社滋賀銀行及び株式会社北陸銀
行をコ・アレンジャーとするシンジケート団

総借入極度額 12,300百万円
借入利率 基準金利＋スプレッド
初回返済予定日 2029年１月
最終返済期限予定日 2038年10月
担保の内容 明治薬品株式会社が保有する土地及び建物（新工場含む）
保証 法人保証人：株式会社ファーマフーズ

財務制限条項

①2025年７月期決算以降、各年度の決算期の末日の報告書等における連
結の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を直前の決算期の末
日における連結の貸借対照表における純資産の部の合計金額の75％以上
に維持すること。

②2025年７月期決算以降、各年度の決算期の末日の報告書等における明
治薬品株式会社の単体の損益計算書に示される経常損益が２期連続して
損失とならないようにすること。

③2025年７月期決算以降、各年度の決算期の末日の報告書等における連
結の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないよう
にすること。

（２）残存履行義務に配分した取引価格
　当社及び連結子会社においては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、
実務上の便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との
契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記
（資金の借入）

　当社連結子会社である明治薬品株式会社は、新工場建設のための資金調達を目的として、財務上
の特約が付された金銭消費貸借契約を2025年８月19日付で締結いたしました。

（注）現時点では借入は実行されておりません。

－ 17 －
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株主資本等変動計算書

( 2024年 8 月 1 日から
2025年 7 月31日まで )

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株 主 資 本
合 計資本準備金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

その他利益剰余金 利 益
剰 余 金
合 計

別 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,043 1,894 － 1,894 30 10,596 10,626 △1,194 13,369
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △784 △784 △784
当 期 純 利 益 2,732 2,732 2,732
自己株式の取得 △175 △175
自己株式の処分 △249 △249 1,174 924
利 益 剰 余 金 か ら
資 本 剰 余 金 へ の 振 替 249 249 △249 △249 －
株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

事業年度中の変動額合計 － － － － － 1,698 1,698 999 2,697
当 期 末 残 高 2,043 1,894 － 1,894 30 12,294 12,324 △195 16,066

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 552 552 13,921

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △784

当 期 純 利 益 2,732

自 己 株 式 の 取 得 △175

自 己 株 式 の 処 分 924
利 益 剰 余 金 か ら
資 本 剰 余 金 へ の 振 替 －
株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度 中 の
変 動 額 ( 純 額 )

△391 △391 △391

事業年度中の変動額合計 △391 △391 2,305

当 期 末 残 高 160 160 16,227

株主資本等変動計算書

－ 18 －
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個別注記表

関係会社株式 移動平均法による原価法
その他の関係会社有価証券 移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びこれに類す
る組合への出資（金融商品取引法第２条第２
項により有価証券とみなされるもの）につい
ては、組合契約に規定される決算報告日に応
じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持
分相当額を純額で取り込む方法によっており
ます。

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

商品及び製品・原材料・仕掛品・貯蔵
品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は
収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）

建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年4月１日以降に取得した建物
附属設備及び構築物

定額法

その他 定率法
主な耐用年数 建物 3～50年

工具、器具及び備品 2～15年
　

自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法

その他の無形固定資産 定額法

所有権移転外ファイナンス・リース
取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と
する定額法

個別注記表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

②棚卸資産の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

②無形固定資産（リース資産を除く）

③リース資産

－ 19 －
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個別注記表

（３）引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年
度に負担すべき額を計上しております。

退職給付引当金 従業員への退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付
費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付
債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

（４）収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び
当該履行義務を充足する時点(収益を認識する時点)は以下のとおりであります。

①バイオメディカル事業
　「自己免疫疾患」及び「がん」や「炎症性疾患」等の難治性疾患を対象とした抗体医薬
品及びペプチド医薬品の研究開発を行っております。
　研究開発事業に関しては、保有する特許等のライセンス契約等に基づく、契約一時金、
開発マイルストン、販売マイルストン、ロイヤリティ収入等を契約上定められたマイルス
トンが達成された時点で収益として認識しております。
　また、研究支援事業に関しては、役務・技術の提供が完了した時点で、履行義務が充足
されると判断して収益を認識しております。

②BtoB事業
　機能性素材、健康食品及び医薬品等の研究開発及び製造を行い、食品メーカー、流通事
業者等に販売しております。
　顧客である食品メーカー、流通事業者等との契約において合意された製品の提供を履行
義務としております。
　国内の顧客に関しては、出荷時から支配移転時までの間が通常の期間であるため、代替
的な取扱いを適用し製品の出荷時に収益を認識し、海外の顧客に関しては、貿易条件に基
づき製品の船積み時点において当該製品に対する支配が顧客に移転し、当社の履行義務が
充足されることから、船積み時に収益を認識しております。
　なお、顧客への商品の提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧
客から受け取る額から商品の仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識しておりま
す。

③BtoC事業
　当社独自の機能性素材を配合したサプリメント及び医薬部外品（「タマゴ基地」ブラン
ド）を、消費者へ通信販売しております。
　顧客である消費者から注文された商品を引渡す履行義務を負っており、収益を認識する
時点は、出荷時から支配移転時までの間が通常の期間であるため、代替的な取扱いを適用
し商品の出荷時に収益を認識しております。
　また、収益は、顧客との契約において約束された対価から、過去の返品実績等に基づき
顧客からの返品が見込まれる金額を控除した金額で測定しております。

（５）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。

－ 20 －
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金額
商品及び製品 3,662百万円
仕掛品 237百万円
原材料及び貯蔵品 219百万円
棚卸資産評価損 △98百万円

　　（６）のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、その効果の発現する期間（５年）を見積り、その見積期間に応
じて均等償却しております。
　ただし、金額が僅少なものは、発生年度に全額償却しております。

２．会計方針の変更に関する注記
　（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28
日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。法
人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会
計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。これによる計算書類
への影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しており
ます。
　当事業年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の計算
書類に重要な影響を及ぼす可能性がある項目は以下のとおりです。

（１）棚卸資産の評価
① 当事業年度に係る計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
（ⅰ）算出方法

　棚卸資産の評価は、主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切り下げの方法により算定）を採用しており、棚卸資産の評価を実施する際
に、個別品目単位ごとに評価判定を実施しております。営業循環過程から外れた滞留在庫
については、収益性の低下の事実を反映するため、一定期間の払出実績を超える部分を対
象に帳簿価額を切り下げる方法を採用しております。

（ⅱ）主要な仮定
　営業循環過程から外れた滞留在庫の識別に用いた主要な仮定は、棚卸資産の滞留期間及
び回転期間であります。なお、当該識別は、棚卸資産の滞留期間又は回転期間の実績、需
要動向等を総合的に勘案して判断しております。

（ⅲ）翌事業年度以降の計算書類に与える影響

　市場環境が悪化して営業循環過程から外れた滞留在庫が大幅に増加した場合には、翌事
業年度の計算書類において、追加で棚卸資産評価損を計上する可能性があります。
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個別注記表

金額
関係会社株式 1,958百万円
関係会社株式評価損 2,300百万円

短期金銭債権
短期金銭債務

715百万円
2,962百万円

明治薬品㈱ 1,190百万円

営業取引による取引高
売上高 254百万円
仕入高 729百万円
一般管理費 2,917百万円

営業取引以外の取引による取引高 59百万円

（２）関係会社株式の評価
① 当事業年度に係る計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　関係会社株式の評価にあたって算定した実質価額が帳簿価額に比して著しく低下した場合に
は、その回復可能性が十分な証拠によって裏付けられない限り減損処理を行っています。関係
会社株式の実質価額の算定については、各関係会社における業績予測数値に基づき見積ってお
ります。当該見積りには、経営環境等の外部要因に関する情報や、当社及び関係会社各社が用
いている内部の情報（予算及び過年度実績等）を用いております。将来の不確実な経済条件の
変動や投資計画の進捗状況等により見直しが必要となった場合、翌事業年度以降の計算書類に
おいて関係会社株式評価損（特別損失）が発生する可能性があります。

４．貸借対照表に関する注記
（１）有形固定資産の減価償却累計額 1,419百万円

（２）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

（３）保証債務
次の関係会社の金融機関からの借入債務に対して債務保証を行っております。

５．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

６．株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度の末日における自己株式の種類及び総数

普通株式　206,978株
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個別注記表

繰延税金資産
棚卸資産評価損 236百万円
返金負債 14百万円
株式報酬費用 23百万円
投資有価証券評価損 93百万円
関係会社株式評価損 722百万円
未払事業税 73百万円
減価償却費 6百万円
その他 2百万円
繰延税金資産小計 1,174百万円
評価性引当額 △1,068百万円
繰延税金資産計 105百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 73百万円
返品資産 1百万円
繰延税金負債計 74百万円

繰延税金資産の純額 30百万円

種類 会社等の名称 所在地
資本金又は

出資金
（百万円）

事業の内容
議決権等の

所有（被所有）
割合（％）

関連当事者との関
係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社 ㈱ﾌｭｰﾁｬｰﾗﾎﾞ 東京都
港区 100

化粧品及び
美容雑貨の
販売事業

所有
直接　100.0

子会社債権の
回収代行

資金の貸付
役員の兼任

売上債権の
回収代行
（注2）

－ 未払金 521

資金の貸付
（注3） －

関係会社
短期貸付金 1,500

資金の回収 1,500

子会社 明治薬品㈱ 富山県
富山市 98 医薬品等の

製造、販売
所有

直接　100.0

子会社債権の
回収代行

資金の貸付
役員の兼任
債務保証

売上債権の
回収代行
（注2）

－ 未払金 1,510

資金の貸付
（注3） 4,000

関係会社
短期貸付金 12,500

資金の回収 －

債務保証
（注4） 1,190 － －

７．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

８．関連当事者との取引に関する注記
　子会社及び関連会社等

（注）　  １.  取引条件及び取引条件の決定方針等
取引価格については、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。

２. 当社が当社の子会社の売上代金の回収代行を実施したものであり、当社と子会社の直
接的な取引ではないため、取引金額の記載を省略しております。

３. 資金の貸付に係る利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
４．明治薬品㈱の銀行借入につき、債務保証を行ったものであります。なお、保証料は受

領しておりません。
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種類
会社等の名称

又は氏名
所在地

資本金又は
出資金

（百万円）

議決権等の
所有（被所有）

割合（％）
関連当事者との関係 取引の内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高

（百万円）

役員 金　武祚 ― ―
（被所有）
直接　7.71

当社
代表取締役社長

金銭報酬債権の現物出資に伴う
自己株式の処分（注１）

39
(注２)

― ―

役員 益田　和二行 ― ―
（被所有）
直接　2.55

当社専務取締役
金銭報酬債権の現物出資に伴う

自己株式の処分（注１）
37

(注２)
― ―

役員 井上　泰範 ― ―
（被所有）
直接　0.12

当社取締役
金銭報酬債権の現物出資に伴う

自己株式の処分（注１）
14

(注２)
― ―

役員 金　英一 ― ―
（被所有）
直接　2.32

当社取締役
金銭報酬債権の現物出資に伴う

自己株式の処分（注１）
10

(注２)
― ―

役員 東山　寛尚 ― ―
（被所有）
直接　0.04

当社取締役
金銭報酬債権の現物出資に伴う

自己株式の処分（注１）
10

(注２)
― ―

（１）１株当たり純資産額 562円05銭
（２）１株当たり当期純利益 95円07銭

　　　役員及び主要株主（個人の場合に限る)等

（注）　  １.  譲渡制限付株式報酬制度に伴う、金銭報酬債権の現物出資によるものであります。
２. 「取引金額」欄は、2024年11月18日開催の取締役会において決議された譲渡制限付

株式報酬による割当金額であります。

９．収益認識に関する注記
　（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表の「収益認識に関す
る注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

10．１株当たり情報に関する注記

11．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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